
2022年 1月 7日 

 

東京都港区港南二丁目 17番 1号 

株式会社電通国際情報サービス 

代表取締役社長 名和 亮一 

 

吸収合併に関する事後開示書面 

 

 当社は、2022 年 1月 1日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、当社の完全子

会社である株式会社 ISIDエンジニアリングを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下

「本合併」といいます。）を行いました。 

本合併に関し、会社法第 801条第 1項及び会社法施行規則第 200条に規定される開示す

べき事項は、以下のとおりです。 

 

1. 効力発生日（会社法施行規則第 200条第 1号） 

 2022 年 1月 1日 

 

2. 吸収合併消滅会社における法定手続の経過（会社法施行規則第 200条第 2号） 

(1) 株主の差止請求 

株式会社 ISID エンジニアリングが発行する全株式（自己株式を除く）を当社が

保有しているため、株主からの差止請求について、該当する事項はありません。 

(2) 反対株主の株式買取請求 

株式会社 ISID エンジニアリングが発行する全株式（自己株式を除く）を当社が

保有しているため、会社法第 785条第 1項の規定に基づく株主からの株式買取請

求について、該当する事項はありません。 

(3) 新株予約権買取請求 

株式会社 ISID エンジニアリングは、新株予約権を発行していなかったため、該

当する事項はありません。 

(4) 債権者の異議 

株式会社 ISID エンジニアリングは、会社法第 789 条第 2 項の規定に基づき、債

権者に対し、2021 年 10 月 19 日に個別催告を行うとともに、2021 年 10 月 20 日

の官報において公告を行いましたが、異議申述期限までに異議を述べた債権者は

ありませんでした。 

 

  



3. 吸収合併存続会社における法定手続の経過（会社法施行規則第 200条第 3号） 

(1) 株主の差止請求 

本合併は、会社法第 796条第 2項の規定に基づく簡易合併であるため、該当する

事項はありません。 

(2) 本合併に反対する株主 

当社は、会社法第 797 条第 3項および第 4項の規定に基づき、2021年 10月 20日

付の電子公告において、株主に対し、「連結子会社の合併（簡易合併）公告」を行

いましたが、本合併に反対する株主はありませんでした。 

(3) 債権者の異議 

当社は、会社法第 799 条第 2 項および第 3 項の規定に基づき、債権者に対し、

2021 年 10 月 20 日の官報および同日付の電子公告において本合併に対する異議

申述の公告を行いましたが、異議申述期限までに異議を述べた債権者はありませ

んでした。 

 

4. 承継した重要な権利義務に関する事項（会社法施行規則第 200条第 4号） 

当社は、本合併の効力発生日をもって、株式会社 ISIDエンジニアリングから、その資

産・負債及びその他の権利義務の一切を承継しました。 

  

5. 吸収合併消滅会社の事前開示書類（会社法施行規則第 200条第 5号） 

吸収合併消滅会社である株式会社 ISIDエンジニアリングの事前開示書類は、別添のと

おりです。 

 

6. 変更登記日（会社法施行規則第 200条第 6号） 

本合併による当社の変更登記申請および株式会社 ISIDエンジニアリングの解散登記申

請は、2022 年 1月 7日に行いました。 

 

7. 上記のほか、吸収合併に関する重要な事項（会社法施行規則第 200条第 7号） 

該当する事項はありません。 

 

以上 



2021年 10月 15日 

 

東京都港区港南二丁目 17番 1号 

株式会社 ISIDエンジニアリング 

代表取締役社長 武田 正利 

 

吸収合併に関する事前開示書面 

 

 当社は、2022 年 1月 1日を効力発生日として、株式会社電通国際情報サービスを吸収合

併存続会社、株式会社電通国際情報サービスの完全子会社である当社を吸収合併消滅会社

とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行うことを決定いたしました。 

本合併に関し、会社法第 782条第 1項及び会社法施行規則第 182条に規定される開示す

べき事項は、以下のとおりです。 

 

1. 吸収合併契約の内容（会社法第 782条第 1項） 

 別紙 1のとおりです。 

 

2. 合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 182条第 1項第 1号） 

 完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 

3. 合併対価について参考となるべき事項（会社法施行規則第 182条第 1項第 2号） 

   該当事項はありません。 

 

4. 本合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 182条第 1項

第 3号） 

 該当事項はありません。 

 

5. 計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 182条第 1項第 4号） 

 別紙 2のとおりです。 

 

6. 吸収合併が効力を生ずる日以降における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関

する事項（会社法施行規則第 182条第 1項第 5号） 

本合併後の株式会社電通国際情報サービスの資産の額は、負債の額を十分に上回る

ことが見込まれます。また、本合併後の同社の収益状況及びキャッシュフローの状況に

ついて、同社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されていま

せん。従いまして、本合併後における同社の債務の履行の見込みはあると判断しており

ます。 

 

以上 
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事 業 報 告 

（自 2020 年 1 月 1 日 至 2020 年 12 月 31 日） 

 

１． 会社の現況に関する事項 

（１） 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度（2020年１月１日～2020年 12月 31日）におけるわが国経済は、雇用や所

得環境の改善を背景に緩やかな回復基調でスタートしたものの、新型コロナウイルス感染症の世界的な

流行拡大により急速に悪化し、極めて厳しい状況が継続しました。情報サービス産業におきましても、景

気悪化に伴って、一部の業種・企業において IT投資の抑制や先送りの動きが見られました。 

 かかる経済環境の下、当社は、革新的ものづくりの実現を支援するため、本質的な機能に

着目した開発手法である「機能で考える開発」を製造業企業に対して提供してまいりまし

た。しかし、当社設立以降、最高売上高を記録した 2018 年をピークとして、2019 年、2020

年と 2 期連続で売上高が大幅に減少し、業績を回復できない状況が続き、親会社である株

式会社電通国際情報サービス（以下、ISID）の支援を受け、「再建計画」を立案し、実行を

開始しております。 

主要顧客である自動車業界、特にパワートレイン部門の急激な投資抑制に機動的に対処で

きなかったこと、また、顧客の技術課題に対して、「機能で考える開発」の「考え方」の啓

蒙から一気通貫で独自ソリューション（機能ブロック図作成、メカニズム解明、モデル作

成）を提供するアプローチでは、効果を獲得するのに時間がかかり、投資効果が見えにく

い、などの理由で受注には至らず、業績を回復することができませんでした。 

当事業年度の売上高は、148 百万円（前期比 131 百万円減）、経常損失 148 百万円（前期

比 81 百万円減）、当期純損失 148 百万円（前期比 81 百万円減）と、前期に比べ減収・減

益となりました 

 

（２） 対処すべき課題 

「再建計画」の実行による黒字転換であります。 

まずは短期的な施策として、顧客課題に対しより即効性のある事業に注力すべく、モデル

作成事業は ISID 製造ソリューション事業部へ移管する一方、「機能で考える開発」の啓蒙

活動においては、リモート対応実施などを通して効率化を図ります。これらの施策により

人員体制の縮小と費用削減を実現し、より小回りの利く機動的な対応を可能とする体制の

構築を目指します。 

当初の目論見であった「グローバル競争が激化する製造業では、製品開発における設計初

期の検討精度を高めることは、革新的ものづくりを実現するための重要な課題である」こと

に変化はなく、設立当初からの「機能で考える開発」を基盤としつつも、顧客視点で価値が

理解され、顧客実装展開のための具体的なソリューションとして提供できるよう、下記戦略

に沿って提供することに邁進してまいります。 
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① 製造業顧客が抱える技術課題に即時性をもって応えること、具体的なソリューション

として「機能ブロック図作成（機能企画・中間特性法など）」「メカニズム解明」を顧

客実装することで日本の顧客・製造業支援を実施すること。 

② ISID の事業部と一体となり、CAE およびモデルベース開発を顧客実装、産学協調な

ど仲間を増やしながら、ISID グループのビジネスモデルの幅の拡大を図ります。 

 

上記 2 つの戦略実施にあたっては、事業部営業と重要案件を見定めトップコンタクトを含

めた重点的な対応により受注確度を上げ、有償稼働率を向上させるとともに、社員 1 人 1

人の価値、アプローチ、そしてアピール方法を考え、発信することにより更なる売上増加を

図り、早期黒字化を目指してまいります。 

 

（３） 資金調達の状況 

記載すべき重要な事項はありません。 

 

（４） 設備投資の状況 

当期に実施した設備投資はありませんでした。 

 

（５） 当事業年度の財産、損益の状況 

 

区    分 

第７期 

当期 

(2020 年 12 月期 ) 

売 上 高 
(千円) 

148,819 

経 常 利 益 又 は 

経 常 損 失 (△ ) 

(千円) 
△148,318 

当期純利益又は 

当期純損失 (△ ) 

(千円) 
△148,608 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 

(円) 
△24,768 

純 資 産 
(千円) 

△205,708 

 

（６） 重要な親会社の状況 

当社の親会社は株式会社電通国際情報サービスであり、同社は当社株式を 6,000 株（出資

比率 100.0%）保有しております。当社は、同社よりエンジニアリングコンサルティング業

務、技術支援業務等を受託しております。 

 

（７） 主要な事業内容（2020 年 12 月 31 日現在） 

① 製造業向けエンジニアリングコンサルティング 

 

（８） 主要な事業所（2020 年 12 月 31 日現在） 
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  本社    （東京都港区） 

   

（９） 従業員の状況（2020 年 12 月 31 日現在） 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 

17 名 46.5 歳 4.8 年 

(注)１．従業員数は、就業人員について記載しております。 

 

(10) 主要な借入先の状況（2020 年 12 月 31 日現在） 

株式会社電通国際情報サービス 214,574 千円 

 

 

２． 会社の現況 

（１） 株式の状況（2020 年 12 月 31 日現在） 

   ① 発行可能株式総数    24,000 株 

   ② 発行済株式の総数     6,000 株 

③  株主数           1 名 

 

（２） 会社役員の状況（2020 年 12 月 31 日現在） 

地  位 氏  名 担当および重要な兼務の状況 

代 表 取 締 役 吉 本 敦  当社 代表取締役 

 株式会社電通国際情報サービス 取締役 専務執行役員 

代表取締役社長 武 田 正 利  当社 代表取締役社長 

 株式会社電通国際情報サービス 執行役員 

取 締 役 上 原 伸 夫 

 

 当社 取締役 

 株式会社電通国際情報サービス 副社長執行役員 

取 締 役 岩 本 浩 久  当社 取締役 

 株式会社電通国際情報サービス 上席執行役員 製造ソ

リューション事業部長 

取 締 役 海 野 慎 一  当社 取締役 

 株式会社電通国際情報サービス 執行役員、製造ソリュ

ーション事業部 事業部長補佐 

監 査 役 酒 井 次 郎  当社 監査役 

 株式会社電通国際情報サービス コーポレート本部 経

理部長 

 

 

３． 決算後に生じた重要な事実  

記載すべき重要な事項はありません。 

以 上 

 

 
(注)事業報告書中の記載金額については、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しており、比率および１株当たり

の当期利益については四捨五入しております。 



株式会社ＩＳＩＤエンジニアリング （単位:千円）

金額 金額

流動資産 27,472 流動負債 250,117

現金及び預金 12,952 買掛金 396

売掛金 11,882 短期借入金 214,574

仕掛品 245 未払金 10,407

貯蔵品 119 未払費用 3,891

前渡金 197 未払賞与 16,042

前払費用 1,583 未払法人税等 645

その他 493 未払消費税等 538

固定資産 16,937 前受金 357

有形固定資産 1,607 預り金 3,264

建物附属設備 515 250,117

工具器具備品 1,091 純資産の部

無形固定資産 496 株主資本 △205,708

ソフトウェア 362 資本金 150,000

その他 134 資本剰余金 150,000

投資その他の資産 14,833 資本準備金 150,000

敷金 14,493 利益剰余金 △505,708

その他 339 その他利益剰余金 △505,708

（うち当期純利益） (△148,608)

△205,708

44,409 44,409

貸 借 対 照 表

負債の部合計

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産合計

2020年 12月31日現在

資産の部 負債の部

科目 科目
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株式会社ＩＳＩＤエンジニアリング （単位:千円）

科目

売上高 148,819

売上原価 93,174

売上総利益 55,645

販売費及び一般管理費 204,084

営業利益 △148,439

営業外収益

その他 359 359

営業外費用

支払利息 236

為替差損 2 238

経常利益 △148,318

税引前当期純利益 △148,318

法人税、住民税及び事業税 290 290

当期純利益 △148,608

損 益 計 算 書

自　2020年 1月  1日  至　2020年12月31日

金額
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株式会社ＩＳＩＤエンジニアリング （単位:千円）

株主資本

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 150,000 150,000 150,000 -         -         △357,099 △357,099 △57,099 △57,099

当期変動額

　剰余金の配当 - - -

　当期純利益金額 △148,608 △148,608 △148,608 △148,608

当期変動額合計 -                  -                  -                  -         -         △148,608 △148,608 △148,608 △148,608

当期末残高 150,000 150,000 150,000 -         -         △505,708 △505,708 △205,708 △205,708

資本剰余金
合計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

株主資本等変動計算書

自　2020年 1月  1日  至　2020年12月31日

株主資本
合計

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
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【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

① 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕   掛   品 ： 個別法による原価法　　    　   貯   蔵   品 ： 最終仕入原価法

②　固定資産の減価償却の方法

 a　有形固定資産

 　　定率法を採用しております。定率法を採用しております。2016年4月1日以後取得の建物附属設備、構築物に関しては定額法となりますが

　　　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法によっております。発生しておりません。

 b　無形固定資産

自社利用目的ソフトウェア ： 社内における利用可能期間(5年以内)に基づく定額法を採用しております。

③ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【貸借対照表に関する注記】

①有形固定資産の減価償却累計額　　 5,629千円

②関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

a　短期金銭債権 11,882千円

b　長期金銭債権 14,493千円

c　短期金銭債務 216,034千円

【損益計算書に関する注記】

①関係会社との取引高

a　売上高 146,554千円

b　仕入高 8,779千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

①発行済株式の総数に関する事項

②当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

a 配当金支払金額

該当事項はありません。

ｂ 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

【関連当事者との取引に関する注記】

（単位:千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 価格その他の取引所件については、個別の交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

2. 取引金額には消費税等を含めておりません。また、期末残高には消費税等を含めております。

【1株当り情報に関する注記】

①１株当り純資産額 　△34,284円　69銭 ③期中平均株式数 6,000株

②１株当り当期純利益 　△24,768円　12銭

エンジニアリング
サービスの提供

146,554 売掛金 11,882

敷金の差入 - 敷金 14,493

業務運営支援等
の委託

8,779 未払金 1,346

資金の借入 145,612
短期借入金 214,574

資金の返済 8,000

取引金額 科目 期末残高

親会社
株式会社

電通国際情報
サービス

被所有
直接 100%

当社販売先、
役員の兼任

種類 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の 内容

利息の支払 236 未払費用 29

普通株式 6,000 - - 6,000

(第　7　期 )   　個    別    注    記    表

株式の種類 前事業年度末 増　　　　　加 減　　　　　少 当事業年度末

親会社の
子会社

株式会社
ＩＳＩＤアシスト

－
業務運営支援

等の委託
業務運営支援等

の委託
10,101 未払金 918
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